
 

図表2：ガソリン価格（全米平均）の推移
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日本やインド等と共同で原油やガソリン価格高騰の抑制に乗り出す
 バイデン大統領は11月23日、石油の国家備蓄を5,000万バレル放出すると発表。
 原油高によるガソリン価格の高騰を抑制し、家計負担を軽減させる狙いがあると見られる。
 今回の放出量が米国の国内消費量の約3日分に止まること等から、効果は限定的との見方も。
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米国経済・株式市場情報
オーストラリア経済とリート市場の動向について米国が石油備蓄放出へ

（1）バイデン大統領が石油備蓄放出を表明
• バイデン大統領は11月23日、今後数ヵ月かけて石油の
国家備蓄を5,000万ﾊﾞﾚﾙ（1ﾊﾞﾚﾙは約160ﾘｯﾄﾙ）放出す
ると発表しました。5,000万ﾊﾞﾚﾙは2021年10月末時点
の備蓄量約6.1億ﾊﾞﾚﾙのおよそ8％、米国の国内消費量
の約3日分に相当する量です。また同大統領は、日本や
インド、韓国、イギリスも備蓄の放出に合意し、中国
も同様の措置を取る可能性があると公表しました。米
中が共同で石油備蓄を放出するのは初めてです。

• 米国の発表を受けて岸田首相は24日、石油の国家備蓄
を放出すると発表しました。国内の2日分程度の需要に
相当する約67万ｷﾛﾘｯﾄﾙ（約420万ﾊﾞﾚﾙ）の放出を検討
している模様です（25日時点）。日本は1991年の湾
岸戦争時等に民間備蓄を放出した実績はありますが、
国家備蓄の使用は今回が初めてです。

• 米国が国家備蓄の放出に踏み切る背景には、原油高に
よるガソリン価格の高騰があるようです。新型コロナ
ウイルスワクチンの接種普及による世界経済の急回復
や、人手不足による供給網の混乱等受けた原油価格の
高騰（図表1）を背景に、ガソリン価格が上昇していま
す。11月22日時点の全米平均のガソリン価格は1ｶﾞﾛﾝ
（約3.8ﾘｯﾄﾙ）＝3.71ドルと年初から40％強上がって
います（図表2）。価格上昇を抑え、家計負担を軽減さ
せることが狙いであるとされています。

（2）備蓄放出の効果は限定的との見方も
• 今回の放出量が米国の国内消費量の約3日分に止まるこ
と、またOPEC（石油輸出国機構）にロシア等を加え
たOPECプラスが増産停止や減産復帰に転じる可能性
があること等から、今回の放出の効果は限られるとの
見方もあるようです。北半球がこれから冬場の需要期
を迎えることから原油の消費量が増え、ガソリン価格
に影響を及ぼすことが考えられます。ガソリン価格の
動向によっては、備蓄放出量の拡大や、採算の改善で
増加傾向にある石油リグ（掘削機）の稼働（図表3）を
支援し、米国産原油の増産を図るといった対策が取ら
れる可能性もあると考えます。

図表1：WTI原油先物価格（期近物）の推移

出所）図表1～3はブルームバーグデータをもとに
ニッセイアセットマネジメントが作成
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図表3：石油リグ稼働数（全米）の推移

0

200

400

600

800

1,000

17/1 18/1 19/1 20/1 21/1 （年/月）

データ期間：2017年1月6日～2021年11月19日（週次）
（基）

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

16/12 17/12 18/12 19/12 20/12 （年/月）

データ期間：2016年12月30日～2021年11月22日（日次）
（ドル/ガロン）



 

【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、
特定の有価証券等の勧誘を目的とするものではありません。また、金融商品取引法に基づく開示資料ではあり
ません。実際の投資等に係る最終的な決定はご自身で判断してください。

• 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するも
のではありません。

• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行
者および許諾者に帰属します。

• 当資料に投資信託のグラフ・数値等が記載される場合、それらはあくまでも過去の実績またはシミュレーショ
ンであり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しており
ませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
• 投資信託の手数料や報酬等の種類ごとの金額及びその合計額については、具体的な商品を勧誘するものではな
いので、表示することができません。
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